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衆議院厚生労働委員会ニュース 

平成 29.5.12 第 193 回国会第 19 号 

 

5 月 12 日（金）、第 19回の委員会が開かれました。 

 

１ 医療法等の一部を改正する法律案（内閣提出第 57号） 

 ・塩崎厚生労働大臣から提案理由の説明を聴取しました。 

 

（質疑者及び主な質疑内容） 

田 中 英 之君（自民） 

・地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図

るための関係法律の整備に関する法律に基づき、大阪市

が国の定める保育所の面積基準を下回る基準を特例措置

として採用したことにより生じた問題はあるか。 

・約 70年前に策定された保育所の面積基準を安全性を確保

できる基準に改めるべきではないか。 

・不育症に対する厚生労働省の支援策を充実すべきではな

いか。 

 

中 野 洋 昌君（公明） 

・各地で行われている医療分野におけるＩＣＴネットワー

クを活用した取組について、厚生労働省として支援する

必要があるのではないか。 

・失語症者の実態を把握するとともに、その支援者の育成

を進めるべきではないか。 

・生活困窮者自立支援法に基づく子どもの学習支援事業の

充実に向けた厚生労働大臣の見解を伺いたい。 

 

大 西 健 介君（民進） 

・受動喫煙の規制強化について、小規模飲食店の屋内喫煙

を認める自民党案を軸に最終案を取りまとめる旨の二階

自民党幹事長の発言に対する厚生労働大臣の見解を伺い

たい。 

・入国目的を偽り国民健康保険に加入して安価な負担で高

額治療を受ける等、外国人による公的医療保険制度の悪

用事例への厚生労働省の対応を伺いたい。 

・労働契約法における無期転換ルールを非正規労働者の約

８割が知らないという民間調査を踏まえ、厚生労働省は

労働者に対する制度の周知に一層努めるべきではないか。 

 

初 鹿 明 博君（民進） 

・国際便が発着する空港の職員にＭＲワクチン（麻しん・

風しん混合ワクチン）の接種を義務付けるべきではない

か。 

・身体障害者用駐車場を利用する際に利用許可証を発行す

るパーキングパーミット制度について、自治体独自の制

度から全国一律の制度とする必要があると考えるが、厚

生労働大臣の見解を伺いたい。 

・前回の生活保護の生活扶助基準見直しに当たって、総務

省の消費者物価指数（ＣＰＩ）ではなく、厚生労働省が

独自に算出した生活扶助相当ＣＰＩを用いた理由を伺い

たい。 

 

阿 部 知 子君（民進） 

・兵庫県の地方裁量型認定こども園であるわんずまざー保

育園の認定取消しに関し、厚生労働省として何を改善す

べきと考え、何に取り組んだか伺いたい。 

・労働集約型産業である保育事業では人件費比率が重要と

考えるが、保育所の認可や指導監査の際に人件費比率の

確認をしているか。 

・社会福祉法人どろんこ会の理事長が他の株式会社の社長

を兼務しているが、両者からの報酬を合わせて監査する

必要があるのではないか。 

 

水 戸 将 史君（民進） 

・子宮頸がん予防ワクチンの非接種者にも接種者と同様の

多様な症状を呈する者が一定数存在したとした厚生労働

省研究班の疫学調査は、接種率が高い 19・20歳を調査対

象外とするなど調査手法が不適切ではないか。 

・厚生労働省の審議会は、子宮頸がん予防ワクチンの積極

的な接種勧奨を再開するため、疫学調査において非接種

２ 厚生労働関係の基本施策に関する件 

・塩崎厚生労働大臣、橋本厚生労働副大臣、古屋厚生労働副大臣、田野瀬内閣府大臣政務官、馬場厚生労働大臣政務官

及び政府参考人に対し質疑を行いました。 



本ニュースは、速報性を重視した概要版として事務局において作成しているものです。 

詳細な内容については会議録を御参照ください。 
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者にも多様な症状を呈する者が多いと見せようとしてい

るのではないか。 

・子宮頸がん予防ワクチンの接種と接種後の健康被害との

因果関係について、全数調査を行い精度の高い分析を行

うべきではないか。 

 

堀 内 照 文君（共産） 

・生活保護受給者が被災で失った家具・家電等を被災直後

に生活費に支障なく購入できるようにするため、生活保

護制度における家具什器費の支給の在り方を見直すべき

ではないか。 

・保険医療機関に対する指導は監査と異なり保険診療や診

療報酬請求のルールの周知徹底が主眼であって、懇切丁

寧に行うべきであり、その趣旨を現場に徹底すべきでは

ないか。 

・医療機関の負担となる控除対象外消費税について、消費

税の導入及び引上げの際に実施してきた診療報酬の上乗

せという方法では十分に補填されていない現実を認め、

課題として認識すべきではないか。 

 

河 野 正 美君（維新） 

・アニサキス症の報告例の増加状況を踏まえた厚生労働省

の対策について伺いたい。 

・受動喫煙防止対策に関する自民党案について、厚生労働

大臣の見解を伺いたい。 

・米国保健福祉省との協力覚書を締結した背景や優先事項

が包括的な内容となっている理由を伺いたい。 

 

 

 

 


